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毎年、年末調整を目前にした 9 月～10 月頃になると年間パート収入額を意識してご主人の

扶養の範囲におさまるように働き方を調整される方が多くおられます。また、「扶養の範囲

におさめるためにはいくらまで働いて良いのでしょうか？」というようなご質問をよくお

受けします。 

 

“ご主人の「扶養の範囲」となる奥様”というのは、正しくは「控除対象配偶者」のこと

を指します。ご夫婦の立場が逆転しても同様に取り扱われますが、正社員のご主人とパー

トタイマーの奥様というのが一般的ですのでその前提でご説明させていただきます。 

 

「扶養の範囲」の目安として、従来からよく言われていた「103万円の壁」と「141万円の

壁」が、今年から状況が変わってきておりますので、この点を少し整理しましょう。 

 

■配偶者控除の「103万円の壁」の改正 

 

まず、配偶者控除の「103 万円の壁」ですが、これは「控除対象配偶者」の要件のひとつ、

合計所得が 38万円以下の配偶者の事を言います（給与収入 103万円から給与所得控除額 65

万円を差し引いて所得が 38 万円となります）。従来はご主人の所得に関係なく、この条件

を満たしていれば、ご主人は 38 万円の配偶者控除（老人控除対象配偶者の場合 48 万円）

を受けることができていました。 

 

ところが平成 29 年度税制改正により、平成 30 年からご主人の所得が 900 万円を超える場

合は段階的に受けられる配偶者控除額が減額されることになりました。さらにご主人の所

得が 1,000 万円を超える場合には配偶者控除自体が受けられなくなります。つまりこの場

合、奥様が給与収入を 103万円以下に抑える意味がなくなったということになります。 

 

■配偶者特別控除の「141万円の壁」の改正 

 

一方の配偶者特別控除の「141万円の壁」の方ですが、こちらは、これまで合計所得 1,000

万円以下のご主人なら、奥様の給与収入が 103 万円を超えて 141 万円未満の場合、配偶者

特別控除を受けることができていました（この場合のご主人の配偶者特別控除額は 38万円

～3万円）。 

 

こちらも平成 29年度税制改正によって改正になったわけですが、こちらは改正により適用



範囲が大幅に拡大されました。奥様の給与収入が 103万円を超えて 150万円（所得 85万円）

までですと、ご主人が受けられる配偶者特別控除額は最大で 38万円、さらに奥様の給与収

入が 201 万円（所得 123 万円）まで、段階的に控除額は減るもののご主人は配偶特別控除

が受けられます。つまり、従来の「141万円の壁」は「201万円の壁」となったわけです。 

 

ただし、ご主人の合計所得（900 万円以下、900 万超 950 万円以下、950 万円超 1,000 万円

以下の 3 区分）によって受けられる配偶者控除額、配偶者特別控除額が異なりますので、

詳しくは国税庁のホームページや税務署などでご確認ください。 

 

■世帯全体収入を意識して働き方を見直してみましょう 

 

「配偶者控除」と「配偶者特別控除」は以前から女性の社会進出を阻む要因となっている

と言われてきました。社会保険料の負担やご主人の会社の給与規定による家族手当の減少

などとの兼ね合いはありますが、基本的にはパート収入の増加は世帯収入のプラスにつな

がるはずです。 

 

昨今「1億総活躍社会」や「働き方改革」などが叫ばれる中で働く環境も徐々に整いつつあ

るかと思います。個別の事情が許す範囲で、是非この機会にご自身の働き方を見直されて

みてはいかがでしょうか。 


